
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府府支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当））
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物件費
維持補修費
社社会会保保障障扶扶助助費費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行政サービス活動収入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円
校 円
校 円
校 円

学校図書館の活用 冊

学校復帰率（再登校率） ％ 60.0 67.6 76.4
教育支援教室正式入室者のうち、学校に1日でも再登校することができ
た子どもの割合

33.4 34.1 36.2 学校図書館における児童・生徒1人あたりの年間平均貸出冊数

児童・生徒1人あたり（令和2年5月1日現在）、22,023円のコストがかかっています。（新型コロ
ナウイルス感染症対策として実施した小学校給食無償化に伴う社会保障扶助費の支出減少
など）

分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

小・中学校1校あた
りのコスト

平成30年度 54 7,317,332
1校あたり12,180,590円のコストがかかっています。（新型コロナウイルス感染症対策として実
施した小学校給食無償化に伴う社会保障扶助費の支出減少など）

令和元年度 54 13,717,716
令和2年度 54 12,180,590

令和元年度 29,795 24,862
令和2年度 29,866 22,023

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト

児童・生徒1人あた
りのコスト

平成30年度 29,776 13,270

- - - -
△12,039 △15,212 14,159 29,372 

378,958 703,441 616,822 △86,619 
決算額の
主な内容

（行政サービス活動支出）新型コロナウイルス感染
症対策として実施した小学校給食無償化に伴う社
会保障扶助費の支出減など

- - - -

- - - -
△390,998 △718,653 △602,663 115,990 

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

△86,619 
- - - - - - - -

△616,822 86,619 
特

別

費

用

- - - - 378,958 703,441 616,822 
- - - - △378,958 △703,441 

39 
- - - - △4,805 △4,844 △4,883 △39 

- -
特

別

収

入

- - - - 4,805 4,844 4,883 
△390,998 △718,653 △602,663 115,990 - -

- -
395,136 740,757 657,752 △83,005 - 1,050 1,200 150 

- - - - - -

86,508 
169 130 91 △39 - 1,050 1,200 150 

666688,,222288  △△5533,,552222  
20,181 23,076 △3,752 △26,828 行政サービス活動収支差額 △374,153 △699,646 △613,139 
9,061 12,401 11,035 △1,366 337788,,229911  772211,,775500  

B B-A
- - - - 4,138 22,104 55,089 32,985 

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

4,874 4,874 4,874 - A

負担金・補助金・交付金等 82,319 95,214 103,101 7,887 
- - - -

56 64 8 
5599  228811,,115566  115555,,229933  △△112255,,886622  

経
常
費
用

226655,,338822  330099,,006666  335588,,442200  4499,,335544  
13,091 14,785 28,625 13,841 

-

317 391 472 81 

社会保障扶
助費

就学援助費141,809千円、特別支援教育就学奨励
費13,464千円（新型コロナウイルス感染症対策とし
て実施した小学校給食無償化に伴う扶助費の支
出減）

4,138 22,104 55,089 32,985 

- - - -
32 32 32 -

給与関係費

会計年度任用職員報酬等228,510千円など（スター
ター・学校問題解決支援員の増員、学習支援員の
新規配置、期末手当の期間率上昇などに伴う支出
増）

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） - 10,699 22,581 11,882 
33,,778899  1100,,998822  3322,,000044  2211,,002222  

- - -
- - - -

B B-A
府支出金
（経常費用
充当）

学習支援員配置事業費補助金27,292千円など（学
習支援員配置事業の実施に伴う新規補助金交付
などに伴う収入増）

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

・いじめ、不登校及び虐待等の個別課題に対する、社会福祉士等の資格を有するスクールソーシャルワーカー（SSW）による専門的助言の重要性に鑑
み、令和元年度途中から実施したSSWの各学校への配置時間数の拡充を、引き続き年間を通じて継続し、事案の未然防止、課題の早期解決を図りま
した。
・経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校在籍の児童・生徒の保護者に対して、学用品費等の学校で必要な費用の援助を行うことで
義務教育の機会均等を促進し、就学の保障を図りました。
・いじめ・不登校について、児童・生徒保護者へのカウンセリング・心理療法等の出張教育相談、来所相談及び電話相談を行い、多様で複雑化した課
題に対応し解決を図りました。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

就学援助費支給者数（小・中
学校）

人 5,056 4,724 4,517 就学援助費を支給した児童・生徒数

スクールソーシャルワーカー
（SSW）活用

時間 8,763 11,797 15,488 スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置時間数

【目的】
小中学校における教育活動や学校行事の実施を様々な面で支援し、学校教育活動の充実を図ります。
【概要】
・子どもサポートチーム事業（スクールソーシャルワーカー（SSW）を中学校ブロック単位で配置）・読書活動支援者配置事業（読書活動支援者を小・中学校
に配置）・小学校スタートアップ事業（小学校低学年の学校生活を支援するサポーターを小学校に配置）・教育相談事業（満3歳から18歳（高等学校年齢）ま
での本人及び保護者を対象にした来所・電話による教育相談、小学校への教育相談員派遣、不登校児童・生徒に対する家庭訪問活動及び教育支援教室
（光の森・学びの森）を通じての学校復帰支援）・教職員研修事業・就学援助事業（経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校に就学する
児童・生徒の保護者に対して、就学援助費を支給）・高等学校等学習支援金支給事業（高等学校等に修学する生徒等に対して、学習支援金を支給）ほか

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 学校教育部 予算執行所属 学校教育室・教育センター・学務課

学校教育支援事業 （款）教育費（項）教育総務費（目）教育センター費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）教育総務費（目）学習支援費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）小学校費（目）小学校管理運営費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）中学校費（目）中学校管理運営費　学校教育支援事業　　ほか

（項） 1 教育総務費 （目） 3 教育指導費

管理事業名 学学校校教教育育支支援援事事業業
総合計画の

体系

大綱　４
政策　２
施策　１

子育て・学び
学校教育の充実したまちづくり
学校教育の充実

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 10 教育費

教育相談員の活用 件 1,877 2,243 2,625 いじめや不登校を主訴とする教育相談数

－ 412 －



令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府府支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当））
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物件費
維持補修費
社社会会保保障障扶扶助助費費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行政サービス活動収入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円
校 円
校 円
校 円

学校図書館の活用 冊

学校復帰率（再登校率） ％ 60.0 67.6 76.4
教育支援教室正式入室者のうち、学校に1日でも再登校することができ
た子どもの割合

33.4 34.1 36.2 学校図書館における児童・生徒1人あたりの年間平均貸出冊数

児童・生徒1人あたり（令和2年5月1日現在）、22,023円のコストがかかっています。（新型コロ
ナウイルス感染症対策として実施した小学校給食無償化に伴う社会保障扶助費の支出減少
など）

分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

小・中学校1校あた
りのコスト

平成30年度 54 7,317,332
1校あたり12,180,590円のコストがかかっています。（新型コロナウイルス感染症対策として実
施した小学校給食無償化に伴う社会保障扶助費の支出減少など）

令和元年度 54 13,717,716
令和2年度 54 12,180,590

令和元年度 29,795 24,862
令和2年度 29,866 22,023

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト

児童・生徒1人あた
りのコスト

平成30年度 29,776 13,270

- - - -
△12,039 △15,212 14,159 29,372 

378,958 703,441 616,822 △86,619 
決算額の
主な内容

（行政サービス活動支出）新型コロナウイルス感染
症対策として実施した小学校給食無償化に伴う社
会保障扶助費の支出減など

- - - -

- - - -
△390,998 △718,653 △602,663 115,990 

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

△86,619 
- - - - - - - -

△616,822 86,619 
特

別

費

用

- - - - 378,958 703,441 616,822 
- - - - △378,958 △703,441 

39 
- - - - △4,805 △4,844 △4,883 △39 

- -
特

別

収

入

- - - - 4,805 4,844 4,883 
△390,998 △718,653 △602,663 115,990 - -

- -
395,136 740,757 657,752 △83,005 - 1,050 1,200 150 

- - - - - -

86,508 
169 130 91 △39 - 1,050 1,200 150 

666688,,222288  △△5533,,552222  
20,181 23,076 △3,752 △26,828 行政サービス活動収支差額 △374,153 △699,646 △613,139 
9,061 12,401 11,035 △1,366 337788,,229911  772211,,775500  

B B-A
- - - - 4,138 22,104 55,089 32,985 

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

4,874 4,874 4,874 - A

負担金・補助金・交付金等 82,319 95,214 103,101 7,887 
- - - -

56 64 8 
5599  228811,,115566  115555,,229933  △△112255,,886622  

経
常
費
用

226655,,338822  330099,,006666  335588,,442200  4499,,335544  
13,091 14,785 28,625 13,841 

-

317 391 472 81 

社会保障扶
助費

就学援助費141,809千円、特別支援教育就学奨励
費13,464千円（新型コロナウイルス感染症対策とし
て実施した小学校給食無償化に伴う扶助費の支
出減）

4,138 22,104 55,089 32,985 

- - - -
32 32 32 -

給与関係費

会計年度任用職員報酬等228,510千円など（スター
ター・学校問題解決支援員の増員、学習支援員の
新規配置、期末手当の期間率上昇などに伴う支出
増）

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） - 10,699 22,581 11,882 
33,,778899  1100,,998822  3322,,000044  2211,,002222  

- - -
- - - -

B B-A
府支出金
（経常費用
充当）

学習支援員配置事業費補助金27,292千円など（学
習支援員配置事業の実施に伴う新規補助金交付
などに伴う収入増）

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

・いじめ、不登校及び虐待等の個別課題に対する、社会福祉士等の資格を有するスクールソーシャルワーカー（SSW）による専門的助言の重要性に鑑
み、令和元年度途中から実施したSSWの各学校への配置時間数の拡充を、引き続き年間を通じて継続し、事案の未然防止、課題の早期解決を図りま
した。
・経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校在籍の児童・生徒の保護者に対して、学用品費等の学校で必要な費用の援助を行うことで
義務教育の機会均等を促進し、就学の保障を図りました。
・いじめ・不登校について、児童・生徒保護者へのカウンセリング・心理療法等の出張教育相談、来所相談及び電話相談を行い、多様で複雑化した課
題に対応し解決を図りました。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

就学援助費支給者数（小・中
学校）

人 5,056 4,724 4,517 就学援助費を支給した児童・生徒数

スクールソーシャルワーカー
（SSW）活用

時間 8,763 11,797 15,488 スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置時間数

【目的】
小中学校における教育活動や学校行事の実施を様々な面で支援し、学校教育活動の充実を図ります。
【概要】
・子どもサポートチーム事業（スクールソーシャルワーカー（SSW）を中学校ブロック単位で配置）・読書活動支援者配置事業（読書活動支援者を小・中学校
に配置）・小学校スタートアップ事業（小学校低学年の学校生活を支援するサポーターを小学校に配置）・教育相談事業（満3歳から18歳（高等学校年齢）ま
での本人及び保護者を対象にした来所・電話による教育相談、小学校への教育相談員派遣、不登校児童・生徒に対する家庭訪問活動及び教育支援教室
（光の森・学びの森）を通じての学校復帰支援）・教職員研修事業・就学援助事業（経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校に就学する
児童・生徒の保護者に対して、就学援助費を支給）・高等学校等学習支援金支給事業（高等学校等に修学する生徒等に対して、学習支援金を支給）ほか

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 学校教育部 予算執行所属 学校教育室・教育センター・学務課

学校教育支援事業 （款）教育費（項）教育総務費（目）教育センター費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）教育総務費（目）学習支援費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）小学校費（目）小学校管理運営費　学校教育支援事業
（款）教育費（項）中学校費（目）中学校管理運営費　学校教育支援事業　　ほか

（項） 1 教育総務費 （目） 3 教育指導費

管理事業名 学学校校教教育育支支援援事事業業
総合計画の

体系

大綱　４
政策　２
施策　１

子育て・学び
学校教育の充実したまちづくり
学校教育の充実

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 10 教育費

教育相談員の活用 件 1,877 2,243 2,625 いじめや不登校を主訴とする教育相談数

◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リリーースス資資産産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リリーースス債債務務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽分分析析指指標標 （単位：％） ▽▽そそのの他他特特記記事事項項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

経常経費のうち、給与関係費358,420千円（54.2%）が増加傾向にあり、令和2年度は50%超を占めるに至っています。これは会計年度任用職員であるスター
ター・学校問題解決支援員の増員や学習支援員の臨時的配置に伴う報酬等の増加、令和元年度から引き続き任用されているスターター・学校問題解決
支援員・読書活動支援者・教育相談員といった会計年度任用職員の期末手当支給率の上昇に伴う期末手当の増加等によるものです。
次いで社会保障扶助費155,293千円（23.5%）の比率が高くなっていますが、こちらは令和2年度に新型コロナウイルス感染症対策として実施した小学校給
食無償化に伴い、就学援助費としての給食費の支給がなくなったため、金額・比率ともに令和元年度から減少しています。

令和2年度は、スターターや学校問題解決支援員の増員を行ったほか、令和元年度途中からのスクールソーシャルワーカー（SSW）の配置時間数拡充を
年間通じて継続するなど、いじめの未然防止、早期発見、早期対応を実現する体制の充実に努めました。また、新型コロナウイルス感染症の影響により学
校を長期間臨時休業措置としたことを受け、学習支援員配置事業を単年度事業として実施し、学習に遅れが生じた児童・生徒のサポートを行いました。
教育活動の現場においてこれらの支援者が果たす役割が年々増大する一方で、配置の拡充に伴い報酬や労務管理に係るコストも増大しており、今後は
更に効果的な業務体制や人員配置の実現に留意しながら、事業を継続していく必要があります。
経済的な理由により就学困難な市立小・中学校に在籍する児童・生徒の保護者に対して、就学援助費等を支給しています。就学援助費については年々、
支給者数・支給金額が減少傾向にありますが、支援学級に在籍する児童・生徒数は年々増加しており、特別支援教育就学奨励費についても増加傾向に
あります。これらの制度を利用することで学校で必要な費用の保護者負担の軽減が図られており、今後も義務教育の機会均等を保障していくため事業を
継続していく必要があります。
経済的な理由により修学困難な高等学校等の生徒等に対して、学習用図書などの購入費を支援するため学習支援金を支給しています。近年は支給者
数・支給金額が減少傾向にありますが、この制度を利用することで高校生等の学校教育活動に係る経済的負担の軽減が図られており、今後とも教育の機
会均等を保障し、修学の達成に寄与する事業として継続していく必要があります。

98.9 96.8 91.6 △ 5.2

- - - -
- - - -

分析指標　　　　　　　       　　年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差

B-A

リース債務に係る債務返済による減365,703 

内、時間外勤務手当 2,362 

給与関係費等 135,288 228,510 1,905
合計(千円）

リース債務

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

17.52 22,515 94

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

リース資産 減価償却額増による減

45,403 40,529 △4,874 45,403 40,529 △4,874 
- - -
- - - △98,422 △83,063 15,359 

32,000 32,000 -
- - -
- - -

32,000 32,000 -
- - -
0 0 -
- - - △98,422 △83,063 15,359 
- - -
- - - 143,825 123,592 △20,233 

88,,664411  33,,771188  △△44,,992233  
イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - - -

- - - 117,900 103,916 △13,984 
- - -

- -
1133,,440033  88,,552299  △△44,,887744  - - -

- -
- - - 126,541 107,634 △18,906 

固
定
資
産

事
業
用
資
産

13,403 8,529 △4,874 -

- - - -

- - - 4,883 4,923 39 
- - - - - -

- -
- - - 12,401 11,035 △1,366 

△1,327 
- - - - - -流

動
資
産

- - - 17,284 15,958 

- - - -

令和元年度末 令和2年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

給与関係

費

54.2%

物件費

4.3%

維持補修

費

0.0%

社会保障

扶助費

23.5%

負担金・補

助金・交付

金等

15.6%

減価償却

費

0.7%

賞与引当

金繰入額

1.7%

地方債利

息及び手

数料

0.0%

9,445 

6,816 

458 

11,606 

301 

0 4,000 8,000 12,000

旅費

需用費（修繕費を除く）

役務費

委託料

使用料及び貸借料

126(一般会計・学校教育支援事業)
－ 413 －


